
令和 6 年 10 月吉日 

 

建築士事務所 所長様 

シー・アイ建築認証機構株式会社 

 

令和 7 年 4 月施工の建築基準法改正について 

 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律の施行及び構造関係規

定の見直し等により、令和 7 年 4 月 1 日から建築確認申請手続等が変わります。まだ国からの方針等が出揃っていない状況の中、

現段階での弊社の方針について下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

改正法の適用は、施行日（令和 7 年 4 月 1 日）以降に工事に着手するものとなります。（別添資料） 

●工事の着手について 

 ・弊社では別添資料の通り、工事着手は「杭打ち工事」又は「根切り工事」とします。（別添資料） 

  但し国からの方針が出た時はその方針に従います。 

・工事の着手に関して証明のための資料は写真撮影した資料と考えます。但し、国からの方針が出たときはその方針に従います。 

・4 月以降に工事を着手した場合は、完了検査又は、中間検査の申請の前までに計画変更確認申請及び省エネ基準適合判定の 

手続きが必要となります。 

●構造関係規定の審査省略について 

 ・新 3 号建築物 ― ・木造等の構造を問わず平屋かつ 200 ㎡以下の建築物 

（この建築物は、従来通り構造関係規定等は審査省略となります。） 

・新 2 号建築物 ― ・6 条 1 項 1 号及び新 3 号建築物以外の建築物 

（木造、2 階建ての一戸建て住宅はここに含まれます） 

    ・300 ㎡を超えるものは、構造計算により構造安全性を確認する。 

・300 ㎡以下で仕様規定のみで構造安全性を確認するものは構造図等の省略ができます。 

      ・確認申請手数料は、小規模建築物（500 ㎡以内の建築物）の構造審査手数料を加算します。 

仕様表等による仕様規定の設計物件は、改めて検討します。 

     ・手数料は 100 ㎡以内-20,000 円、100 ㎡越～300 ㎡以内-40,000 円、300 ㎡超～500 ㎡以内-52,000 円 

を加算額とします。 

●省エネ基準適合の義務付けについて 

 ・全ての新築住宅・非住宅について省エネ基準適合が義務付けられます。 

・住宅においては、以下の新築住宅は省エネ適判が不要となります。 

① 仕様基準等に適合している建築物 

② 設計住宅性能評価を取得している建築物 

③ 長期優良住宅の認定を取得している建築物 

 ・確認申請時、確認に必要な図書又は、省エネ適判に要した図書及び書類の提出が必要となります。 

上記①～③については一部省略ができます。 

 ・省エネの審査に要した手数料は確認申請時に当社で省エネ適合判定を取得した場合、確認申請手数料の 20%、完了検査時に 

完了検査申請手数料の 20%を加算した額とし、それ以外は各々30%とします。 

●今後、諸般の事情に鑑み申請手数料の見直しの検討をする予定です。 

以上 














